
警戒事態時の応急体制

 原子力規制委員会と内閣府は、原子力事警戒本部を原子力規制庁緊急時対応センター（以下「ＥＲＣ」）
に設置するとともに、オフサイトセンターに原子力事故現地警戒本部を設置

 島根県は対策会議を、鳥取県は災害警戒本部を、松江市は原子力事故対策会議を設置し、他の関係市も連
絡体制等を確立

 島根県、鳥取県は、緊急時モニタリングの準備を行うため、それぞれ県モニタリング本部を設置
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鳥取県
災害警戒本部

島根県
対策会議

オフサイトセンター
（原子力事故現地警戒本部）

PAZ

UPZ

松江市
原子力事故対策会議

国
（原子力事故
警戒本部）

ＥＲＣ

地図作成中

島根原子力発電所



施設敷地緊急事態時の応急体制

 原子力規制委員会と内閣府は、原子力事故対策本部を官邸に、関係省庁事故対策連絡会議をＥＲＣに設置す
るとともに、原子力事故現地対策本部をオフサイトセンターに設置

 島根県、鳥取県及び関係６市は、それぞれ災害対策本部を設置するとともに、第1次災害体制へ移行
 原子力規制員会は緊急時モニタリングセンター（以下「ＥＭＣ」）を設置し、緊急時モニタリングを開始
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鳥取県
災害対策本部

島根県
災害対策本部

オフサイトセンター
（原子力事故現地対策本部）

PAZUPZ

安来市
災害対策本部

松江市
災害対策本部

米子市
災害対策本部

境港市
災害対策本部

雲南市
災害対策本部

出雲市
災害対策本部

国

原子力事故対策本部
（官邸）

関係省庁事故対策
連絡会議
（ＥＲＣ）

地図作成中

島根原子力発電所



全面緊急事態時以降の応急体制
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鳥取県
災害対策本部

島根県
災害対策本部

オフサイトセンター
（原子力災害現地対策本部）
（原子力災害合同対策協議会）

PAZUPZ

安来市
災害対策本部

松江市
災害対策本部

米子市
災害対策本部

境港市
災害対策本部

雲南市
災害対策本部

出雲市
災害対策本部

国

原子力災害対策本部
（官邸）

関係局長等会議
（官邸）

地図作成中

島根原子力発電所

 国は、原子力緊急事態宣言発出後、原子力災害対策本部を官邸に設置するとともに、オフサイトセンターに
原子力災害現地対策本部（以下「現地対策本部」）を設置し、原子力災害合同対策協議会を組織

 島根県、鳥取県及び関係６市は、災害対策本部を設置するとともに、第２次災害体制へ移行



オフサイトセンター

 原子力災害発生時に国、地方公共団体等の情報共有や業務調整等のための施設として、「緊急時応急対策等
拠点施設（以下、「オフサイトセンター」）を設置

 島根地域では、島根県庁の敷地内の「島根県原子力防災センター」等がオフサイトセンターとして国から指
定

 仮にオフサイトセンターが機能不全に陥った場合は、予め定められた代替オフサイトセンターに移動し、業
務を遂行
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施設概要

●所在地 島根県松江市内中原町
●構造等 鉄筋コンクリート造り

３階建（一部４階）
●延床面積 2,313㎡
●完 成 平成１４年３月
●原子力災害対策特別措置法に基づく
緊急事態応急対策拠点施設として指定
（H14.3.29）
●無停電電源装置、自家用発電機を設置

全体会議エリア

原子力災害時に各関係機関の職員が集まり、緊
急事態対応方針の確認や事故状況、モニタリン
グ情報等の報告等関係機関相互の情報共有を目
的とした全体会議を開催。官邸、原子力規制庁、
県庁・市役所間を結ぶテレビ会議やモニタリン
グ情報等各種データを表示するための大型表示
装置を設置

機能グループブース

原子力災害対策協議会をサポートするため、
関係機関の職員で構成する機能グループの各
班が活動

緊急時モニタリングセンター（ＥＭＣ）

ＥＭＣを設け、緊急時モニタリングを国の一
元的な指揮のもとに的確、円滑に実施。



原子力災害合同対策協議会

 施設敷地緊急事態において、内閣府と原子力規制委員会はオフサイトセンターで２県６市等との情報共有や
対応準備等のため、現地事故対策連絡会議を開催

 原子力緊急事態宣言発出後、国、２県６市等でオフサイトセンターに、関係機関の情報共有、各機関が実施
する応急対策の確認、各機関の業務の調整、対応方針の決定事項の各機関への連絡等を行うため、原子力災
害合同対策協議会を組織
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構成員

事務局長：内閣府大臣官房審議官
（原子力防災担当）

現地本部員その他の職員

都道府県災害対策本部長又は当該
都道府県災害対策本部の本部員

市町村の災害対策副本部長又は当
該市町村災害対策本部の本部員

指定公共機関の代表者から権限を
委任された者

原子力事業者の代表者から権限を
委任された者

都道府県警察・消防機関の代表者
から権限を委任された者

学識経験者等原子力防災の専門家




